
介護老人保健施設みあ・か－さ 施設入所療養介護 運営規程 
 

 

第１章 総 則 

 

（事業の目的） 

第１条 公益財団法人浅香山病院が設置する介護老人保健施設みあ・か－さ（以下「当施設」という。）にお

いて実施する施設入所療養介護事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために必要な人

員及び運営管理に関する事項を定め、当施設の医師、理学療法士、作業療法士、支援相談員、管理栄

養士又は栄養士、薬剤師、介護支援専門員、看護職員及び介護職員（以下「施設入所療養介護従事者」

という。）が要介護状態の利用者に対し、きめ細かな施設入所療養介護サ－ビスを提供することを目的

とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 当施設が実施する事業は、利用者が要介護状態となった場合において、心身の状況、病歴を踏まえ   

て看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、

利用者がその有する能力に応じた日常生活を営むことを支援するとともに家庭復帰を目指すものとす

る。 

    また、利用者の意思及び人格を尊重しながら、常に利用者のニ－ズに対応できるサ－ビスの提供に

努めるものとする。 

  ２ 働くものは勿論、施設全体に明るく家庭的な雰囲気を保ち、利用者のＱＯＬ（生活の潤いと誇り）   

を高めるように努める。 

  ３ 事業に当たっては、保健、医療、福祉サ－ビスを提供する者及び他の関係機関や家庭との連携に努

めるものとする。 

  ４ 前３項のほか、「堺市介護保険事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年

12月14日条例第58号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（施設の名称等） 

第３条 事業を行う施設の名称及び所在地は次のとおりとする。 

   名 称 公益財団法人浅香山病院 介護老人保健施設みあ・か－さ 

   所在地 大阪府堺市堺区今池町４丁４番１２号 

 

 

第２章 職員及び職務 

 

（職員職種、員数及び職務の内容） 

第４条 当施設における職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

   ①医 師       １名以上 利用者の診察、健康管理及び保健衛生指導に従事する。 

   ②理学療法士     ２名以上 心身の機能回復訓練、訓練記録の整備充実に従事する。 

     又は作業療法士  

   ③看護職員     １０名以上 利用者の看護管理、医療補助及び日常生活の援助に従事する。 

   ④介護職員     ２４名以上 利用者の介護管理及び日常生活の援助に従事する。 

   ⑤介護支援専門員   １名以上 利用者に対する介護計画の作成及び処遇の企画、調整を行う。 

   ⑥管理栄養士     １名以上 献立の作成、栄養計算及び給食記録を行い、食事栄養の管理相談

指導に従事する。 

   ⑦薬剤師     ０．４名以上 薬の管理及び投薬指導等の業務に従事する。 

      ⑨支援相談員     ２名以上 利用者又は家族の生活相談、指導等の業務に従事する。 

   ⑩事務員        若干名 事務業務全般に従事する。 

    施設入所療養介護従事者は、施設入所療養介護の提供に当たる。 



第３章 入所及び退所 

 

 （施設入所療養介護の利用定員） 

第５条 当施設の利用定員は１００名。（短期入所療養介護を含む） 

 

（入退所） 

第６条 施設を利用できるものは、介護保険法による要介護認定の要介護度１から５に認定された 65才以上

の者又は、特定疾病に起因して要介護状態と認定された４０歳から６４歳の者で、以下の要件を満た

す者。 

   ①病状が安定期にあり、入院での治療を必要としない者。 

   ②リハビリテ－ション、看護、介護等の施設サ－ビスが必要な者。 

  ２ 退所の際は、利用者若しくは利用者の家族に対し、退所後の生活について適切な指導を行い、また、

退所後、主治医や居宅支援事業者に情報を提供し、引き続き医療、福祉サ－ビスが適切に受けること

ができるよう連携に努める。 

 

 （受給資格等の確認） 

第７条 当施設は入所希望者から施設入所療養介護サ－ビスの提供を求められた場合、利用者の被保険者資

格の有無、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を必ず確認し、入所希望者が要介護認定の申

請を受けていない場合は、市町村への申請が行われるよう援助を行う。また、入所者については遅く

とも要介護認定の有効期間の満了日の３０日前に市町村への要介護認定の更新の申請がなされるよう、 

   必要な援助を行う。 

  

 （入所の際の同意） 

第８条 当施設は施設入所療養介護サ－ビスの開始に際し、利用者又はその家族に対し、運営規定の概要、

従業者の勤務体制、その他利用者のサ－ビス選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付

して説明し、同意を得る。 

 

 （入退所の記録等） 

第９条 当施設は入所に際して被保険者証に入所年月日、施設名称を、退所の際には退所年月日を、また、

健康手帳の医療に係るペ－ジに施設の名称、所在地、電話番号、入退所年月日を記載する。 

 

 

第４章 利用者に対するサ－ビス 

 

 （基本的サ－ビス） 

第１０条 施設療養は、利用者が在宅での生活を継続できるよう、心身の健康の維持と家族への支援を大切

にし、利用者が自分の意思で人生のあり方を決定し、自ら生き甲斐を見いだせるようなサ－ビスを

提供することを基本とする。 

   ２ 利用者の処遇に当たっては、利用者の年齢、性格、生活暦及び心身の健康状態を考慮して、施設

サ－ビス計画を設定し、個々の利用者に適した処遇を行うように努める。 

 

 （介護計画の作成） 

第１１条 利用者の介護計画の目標をたてる際、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員、支援相談員、

理学療法士、作業療法士、管理栄養士又は栄養士等で構成する会議を開催する。 

   ２ 介護計画の作成は、利用者の心身の状態、適正、能力等を検討し、その自立目標と実施方法等を

総合的に判定する。 

   ３ 介護計画は施設利用の際は必ず行うものとし、介護状況及び身体の状態を３ケ月毎に判定会議を

開き、療養の継続について判断する。 

 

 



 （施設内での診療行為） 

第１２条 施設内で行う医師の診療行為は次のとおりとする。 

    ①利用者の健康状態を把握して適切な診療を行う。 

    ②常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境等の的確な把握に努め利用者又はその

家族に対し、適切な指導を行う。 

    ③施設の医師は利用者の状況からみて、病状急変等により、当施設においての診療行為を提供する

ことが困難と認めた時は、協力病院その他医療機関への入院等の措置を講ずる。なお、その際診

療状況に関する情報を提供し、責任をもって医療機関に引き継ぐものとする。 

 

 （機能訓練） 

第１３条 身体機能の維持と回復を図るため、日常生活動作訓練やレクリエ－ション等のグル－プ活動を通

じ、家庭復帰と社会参加を目指す。 

   ２ 機能訓練は週に２回以上理学療法士、作業療法士が計画的かつ効果的に行う。 

 

 （看護及び介護） 

第１４条 看護及び介護は医学的管理の下に、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、利用者

の病状及び心身の状況に応じ、施設ケアプランに基づいて行います。 

   ２ 利用者の清潔を保つため１週間に２回以上、一般浴あるいは特殊機械浴による入浴を、また、心

身の状態から入浴が困難である場合は清拭を行う。 

   ３ 利用者の心身の状況や排泄状況などをもとに、トイレ誘導や利用者の自立支援に配慮した排泄介   

助など適切に行う。 

 

 （レクリエ－ション） 

第１５条 利用者がレクリエ－ション、趣味活動等に積極的に参加できるよう工夫し、生き甲斐のある生活

を送ることができるよう下記の行事を行い、環境の改善、生活の向上に努める。 

    ①年間行事 ： コンサ－ト、お花見、お茶会、夏祭り、運動会、敬老会、クリスマス会等 

    ②週間行事 ： 踊り、リハビリ体操、俳画、音楽の会、フラワ－アレンジメント、ミニコンサ－ト、三味線等 

 

 （食事の提供） 

第１６条 利用者には１日３回の食事とおやつを下記の時間に提供するものとする。 

      朝食：８時00分   昼食：12時00分   夕食：18時00分  おやつ：15時00分 

   ２ 食事の提供は管理栄養士によって管理され、充分なカロリ－と成分を含み、選択メニュ－や季節

に応じた献立を取り入れるなど、できるだけ変化に富み、利用者嗜好を考慮することに努める。 

   ３ 予め作成された献立に従って利用者に適した食生活が営まれるよう、適時適温給食を実施する。

また、利用者の身体状況並びに病状により治療食を提供する。 

   ４ 管理栄養士又は栄養士は、前項の趣旨に基づいて献立表を作成し、給食の品名及び数量を記録整

備しておくこととする。 

 

 （その他の生活サ－ビス） 

第１７条 その他のサ－ビスとして、下記のサ－ビスを実施している。 

    ①療養室は個室、２人室、４人室を設けている。 

    ②理容室を設置し、専門の理容師が月４回出張する。 

    ③洗濯はコインランドリ－を設置している。やむをえず家族がお世話できない場合は、クリ－ニン

グ委託を実施する。 

    ④介護の必要な老人を扶養されている家族に対して適切な相談、援助を行う。 

    ⑤種々の介護機器（ベッド、車椅子、入浴用補助用具、エアマット、体位変換器、杖等）を展示し、

介護機器についての相談に応じる。 

    ⑥地域に開かれた施設を目指して、施設内にボランティア室を設置、各種レクリエ－ション、喫茶

コ－ナ－等、ボランティアの協力を得て療養生活の向上を図り、ボランティア活動を促進する。 

 



第５章 利用料 

 

 （利用料等） 

第１８条 施設入所療養介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準（告示上の報酬額）

によるものとし、当該施設入所療養介護が法定代理受領サ－ビスであるときは、その１割または２

割もしくは３割の支払いを受けるものとする。 

   ２ 法定代理受領以外の利用料については、厚生労働大臣が定める基準（告示上の報酬額）の額とす

る。 

   ３ 前2項の支払いを受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払いを受ける。 

    一 食事の提供に要する費用 １日1,600円（朝食 360円・昼食 660円おやつ含む・夕食 580円） 

                  ただし、入退所日については、それぞれの区分に応じて徴収する。 

    二 居住に要する費用  従来型個室 １日2,500円   多床室 １日 600円 

    三 厚生労働大臣の定める基準に基づき、利用者が選定する特別な療養室の提供を行ったことに伴

い必要となる費用 

       １人室１日3,300円(税込)  ２人室１日 1,650円(税込) 

    四 理美容代に要する費用 

       男性  調  髪2,700円 丸  刈2,000円  

顔  剃1,400円  二枚刈2,200円 

女性  カット顔剃 2,700円 カット 2,400円 

     顔 剃 1,500円 

    五 クリ－ニングを委託した場合に要する費用 

       66円(税込)《シャツ、靴下、パンツ、パッチ、ステテコ、ブラウス、ポロシャツ》 

             88円(税込)《ズボン、スカ－ト、パジャマ上、パジャマ下》 

165円(税込)《パジャマ上下、トレ－ナ》 

       六 その他、施設入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要とな

るものに係る費用とその内訳 

       ①日用品費   １日 200円〔タオル・シャンプ－・リンス・石鹸・おしぼり・化粧水・給茶器・喫茶・ハブラ

シ・ねりはみがき・シェ－ビングクリ－ム・ティッシュペ－パ・新聞・雑誌等〕 

 ②教養娯楽費 1日 300円〔お茶会、ピアノ、お花、俳画、三味線、踊り、フラワ－アレンジメントのレクリエ

－ション等に係る講師料及び材料費・誕生会、お茶会の菓子類・書籍類・生花等〕 

    七 第1号及び第2号について、介護保険法施行規則第 83条の6の規定により、介護保険負担限度

額認定証の交付を受けた者にあっては、当該認定証に記載されている負担限度額とする。なお、

第2号について、指定施設サ－ビス等に要する費用の額の算定に関する基準（厚生省告示第 21

号）により従来型個室の入所者が多床室に係る当該費用の額を算定する者にあっては、多床室の

費用の額の支払いを受ける。 

    八 第2号について、外泊中は居住費を徴収することができるものとする。但し、外泊中のベッド

を短期入所療養介護に利用する場合は、当該入所者から居住費を徴収せず、短期入所療養介護利

用者より短期入所の居住費を徴収する。 

    ４ 利用料等の支払いを受けたときは、利用料とその他の利用料(個別の費用ごとに区分)について記

載した領収書を交付する。 

   ５ サ－ビス提供にあたっては、あらかじめ利用者又はその家族に対し、利用料並びにその他の利用

料の内容及び金額に関し、事前に文書で説明したうえで、支払いに同意する旨の文書に署名を受け

ることとする。 

   ６ 第３項各号に定める利用料について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、

入所者に対して変更を行う日の 1ケ月前までに説明を行い、当該利用料を相当額に変更する。 

   ７ 法定代理受領サ－ビスに該当しない施設入所療養介護に係る利用料の支払いを受けた場合は、提

供した施設入所療養介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサ－ビス提供証

明書を利用者に対して交付する。 

 

 



第６章 利用料の減額免除 

（利用料の減額免除） 

第１９条 当施設は生活困難者への利用料の減額、免除を行う「第２種社会福祉事業」の認可を受けており、

利用者及びその家族の経済的状況によって利用料の減額、免除を行う。 

 

 

第７章 衛生管理 

 

（衛生保持） 

第２０条 施設の清潔、整頓その他環境衛生の保持に努めなければならないものとする。 

 

 （衛生管理等） 

第２１条 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療器具の管理を適正に行うものとする。 

   ２ 当施設において食中毒及び感染症が発生しないように、衛生上必要な措置を講ずる。特に、保健

所の指導、助言を求め、連携を保つようにする。 

 

 

第８章 利用者の守るべき規律 

 

 （施設利用に当たっての留意事項） 

第２２条 利用者はこの規定に定めるところにより、規律ある生活を行うとともに、共同生活の秩序維持に

努め、次の事項を守らなければならない。 

    ①施設内の秩序を守り、相互の親愛につとめること。 

    ②貸与品、備品等は大切に使用し、安全かつ衛生的な環境の維持に努めること。 

③飲酒したり、許可なく飲食物を持ち込んではならない。 

    ④所持品は利用者の自己責任の基に原則管理するとともに、不要な現金、貴重品は持ち込まないこと。 

    ⑤施設内での宗教、政治活動等への勧誘、営利活動はご遠慮していただくこと。 

    ⑥外出、外泊は必ず管理者に届け出ること。 

    ⑦かかりつけの医院や病院にかかられるときは、管理者に申し出ること。 

    ⑧その他管理者の指示に従うこと。 

 

 

第９章 非常災害対策 

 

 （非常災害対策） 

第２３条 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等に対処する計画を作成し、防火管理者又は火気・

消防等についての責任者を定め、年２回定期的（うち１回は夜間想定）に非難、救出その他必要な

訓練を行うものとする。 

 

 

第１０章 苦情処理 

 

 （苦情処理） 

第２４条 施設入所療養介護の提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置

を講ずるものとする。 

   ２ 当施設は提供した施設入所療養介護の提供に関し、法第 23条の規定により市町村が行う質問若し

くは照会に応じ、又、市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場

合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 



   ３ 当施設は提供した施設入所療養介護に係る利用者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会

の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会の指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

 

第１１章 虐待防止に関する事項 

 

 （虐待の防止） 

第２５条 当施設は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のために、次の措置を講ずるものとする。 

    ①虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

    ②利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

    ③その他虐待防止のために必要な措置 

   ２ 当施設は、サービス提供中に、当該施設従業者または養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護

する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報

するものとする。 

 

 

第１１章 その他施設の運営に関する重要事項 

 

 （職員研修） 

第２６条 当施設は職員の資質向上のために研修の機会を次の通り設ける。 

    ①採用時研修 採用後直ちに実施する。 

    ②内部研修  ケアプラン、事例研究等計画的に実施する。 

    ③外部研修  全国老人保健施設協会、大阪府老人保健施設連絡協議会で実施されている研修会、

他分野の研究会、講習会等、積極的に参加する。 

 

 （緊急時における対応方法） 

第２７条 施設入所療養介護を行っているときに、利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、 

すみやかに主治医に連絡する等の必要な措置を講ずるとともに家族等に連絡する。 

２ 利用者に対する施設入所療養介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家 

族等に連絡するとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 利用者に対する施設入所療養介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を

速やかに行うものとする。 

 

 （行動の制限） 

第２８条 当施設は利用者に対し、身体拘束は行わない。但し、緊急やむを得ない場合に、以下の『例外３

原則』 

    ①切迫性：利用者本人または、他の利用者の生命や身体が危険にさらされている可能性が著しく高

い 

    ② 非代替：身体拘束、その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと 

    ③ 一時性：身体拘束、その他の行動制限が一時的なものであること 

    の３つの要件を全て満たす場合は、施設長が判断し、利用者及び扶養者に説明し、同意を得たうえ

で利用者の行動を制限する行為を行うことがある。この場合には、その様態及び時間、その際の利

用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載する。 

 

 （秘密の保持） 

第２９条 職員は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

   ２ 職員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、職員でなくな

った後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従事者との雇用契約の内容とする。 

 



 

 （記録） 

第３０条 当施設は施設サ－ビスに関する記録を整備し、サ－ビス完結の日から２年間保存するものとする。 

 

 

（その他の留意事項） 

第３１条 この規定に定める事項の他、運営に関する重要事項は公益財団法人浅香山病院と当施設の管理者

との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

 

附 則 

 この規程は 平成12年04月01日から施行する。 

 この規程は 平成14年01月01日から施行する。 

この規程は 平成16年04月01日から施行する。 

この規程は 平成17年10月01日から施行する。 

 この規程は 平成18年04月01日から施行する。 

 この規程は 平成24年04月01日から施行する。 

この規程は 平成24年10月01日から施行する。 

この規程は 平成25年02月01日から施行する。 

この規程は 平成26年04月01日から施行する。 

この規程は 平成28年11月01日から施行する。 

この規程は 令和01年10月01日から施行する。 

この規程は 令和01年12月01日から施行する。 

この規程は 令和03年08月01日から施行する。 


